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はじめに～トップが海外 M＆A の本質を理解し、腰を据えて
コミットしていく 

 海外 M&A は、激しいグローバル競争の中で、スピード感を持った

非連続的な成長を実現するための有効な選択肢。 

 制度・言語・文化・商慣習等の違い、情報の非対称性、激しく変化

する状況への迅速・果断な対応といったハードルも存在するが、経

営戦略の中で海外 M&A を戦略的・積極的に活用し、グローバルな

成長を実現していく必要がある。 

 経済産業省と「我が国企業による海外 M＆A 研究会」では、経営

トップを含む企業や有識者の経験を踏まえ、海外 M&A をグロー

バルな成長の駆動力としていくための「９つの行動」をまとめた。 

 海外 M&A において経営トップの役割は大きい。海外 M&A を自

社の成長に活用している企業の多くは、経営トップ自らが海外

M&A の本質を理解し、統合後の経営イメージを明確に持ちつつゴ

ールから逆算した先手を打ったリーダーシップを発揮するととも

に、自ら相当なリソースを投入し、前面に出て関与している。 

 特に、買収の実行局面のみならず、その「前」（戦略立案と周到な

準備）と「後」（買収を契機としたグローバル成長の実現）の重要

性を認識し、統合後の経営まで中長期にわたりコミットしている。 

 これまで国内を主たる事業基盤としていた企業も含め、海外 M&A
活用の裾野が広がりつつある中、この「９つの行動」が経営トッ

プをはじめとする幅広い関係者に活用され、我が国企業の一層の

グローバル成長の一助となることを期待したい。 
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海外 M&A を経営に活用する９つの行動 一覧と凡例 

＜行動一覧＞ 

行動１:「目指すべき姿」と実現ストーリーの明確化 

行動２:「成長戦略・ストーリー」の共有・浸透 

行動３:入念な準備に「時間をかける」 

行動４:買収ありきでない成長のための判断軸 

行動５:統合に向け買収成立から直ちに行動に着手 

行動６：買収先の「見える化」の徹底（「任せて任さず」） 

行動７:自社の強み・哲学を伝える努力 

行動８:海外 M&A による自己変革とグローバル経営力 

行動９:過去の経験の蓄積により「海外 M＆A 巧者」へ 

 

 

行動〇：～～～ 

 ～～は、あるか。 

 ～～～～ 
＜留意点と具体的なアクション＞ 
 …   

○ … 

＜事例＞ 
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【Pre-M＆A】 

行動１：「目指すべき姿」と実現ストーリーの明確化 

 はじめに具体的・明確な「成長戦略・ストーリー」はあるか。 

 海外 M&A ありきではなく、まず、中長期の時間軸の中で「目

指すべき姿」を明確化する。 
 そこから逆算して「成長戦略・ストーリー」を策定し、これに

沿って海外 M&A を（複数）有機的に関連づけて展開する。 

＜留意点と具体的なアクション＞ 
 「案件ありき」ではなく、「目指すべき姿」とその実現の道筋を明確化することが重要。 

○ まず、十分なリソースを投じて、10 年タームの中長期の時間軸の中で「目指すべ
き姿」とこれを実現するための「成長戦略・ストーリー」を明確化。（次頁参照） 

○ その「成長戦略・ストーリー」の中で、「自社で工場や販社を設立する」、「JV を行
う」といった他の選択肢ではなく、「なぜ海外Ｍ＆Ａなのか」、「海外Ｍ＆Ａにより何
をどう実現するのか」（海外Ｍ＆Ａの目的）を明確化し、トップ以下でコミット。 

○ 一つの案件ですべて実現するのではなく、これを補完する案件も効果的に組み合わ
せてシナジーを拡大していく。 

＜事例＞ 

 海外Ｍ＆Ａは、単に大きくなるための「膨張戦略」ではなく、「強くなるためのもの」

であるとの意識を徹底し、プロセス全体を通じて常に「自社の強化につながるか」を

拠り所として判断している。 

 自社の弱みである米国市場攻略に向けて、Ｍ＆Ａありきではなく自社の既存の海外リ

ソースの活用も含め社内で徹底的に議論し、具体的な戦略・ストーリーに落とし込み。

これに基づき、必要な機能をＭ＆Ａで獲得。 

 大きな案件を一つ買って終わりではなく、それを補完する周辺の小さな案件も戦略的

に買収を行い、シナジーを発揮することを狙っている。 
 明確な海外戦略が不在のまま「とにかく海外展開の足がかりを確保したい」という思

いから、ＦＡからの持込案件に取り組んでしまった。先方の説明を鵜呑みにし、十分

な検討や準備ができなかったため、買収直後から想定外の事態が次々と露見し、事業

を軌道に乗せるまで結局１０年を要することとなった。 
 成長戦略を考えるうえで「ストーリーとヒストリー」を重視。過去の経験の積み重ね

である「ヒストリー」を常に参照することにより、短期的な状況や思いつきでの判断

を避けるとともに、目指すべき姿を実現していくための具体的な道筋（ストーリー）

を構想する。 
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＜行動１：「目指すべき姿」と実現ストーリーのイメージ＞ 
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【Pre-M＆A】 

行動２：「成長戦略・ストーリー」の共有・浸透 

 「成長戦略・ストーリー」を、経営トップが自ら語り、社内に浸

透させているか。 

 「ストーリー」実現に向け、海外 M&A の目的を具体化。 

 プロジェクト・オーナーの責任と権限を明確化し、実行部隊

が自分事として主体的に一貫して実施していく体制を構築。 

＜留意点と具体的なアクション＞ 
 海外 M＆A は経営トップや経営戦略の立案担当者だけでは実現できない。難易度が高

い海外 M＆A を実行していくためには、事業部・法務・財務等、多くの部門の英知の
結集が不可欠。 

○ 「成長戦略・ストーリー」の議論・検討の段階から幅広い分野の社員を巻き込む。 
○ 海外 M&Aを活用した成長の実現に向けた道筋を、経営トップ自らが「ストーリー」

として語り、伝え、現場に浸透を図ることで、関係者の当事者意識を醸成・鼓舞。 

 権限・責任の所在が不明確な M＆Aは、意思決定が滞るだけではなく、「何のためにM
＆Aを行うのか」が曖昧になりがち。 

○ 全ての情報を集約し、統合完了まで一貫して責任を負う者(プロジェクト・オーナー)
を明示し、責任・権限を明確化。統合後の経営体制（「買収後に誰が経営するのか」）
までを見据えて案件を主体的かつ一貫して実施していく体制を構築。 

 

＜事例＞ 
 経営トップ自らが「このＭ＆Ａで何を目指すのか」について社内外に直接発信すると

ともに、海外Ｍ＆Ａ案件に最優先で取組み、迅速な意思決定を確保。また、現場の担

当者と密接に意思疎通を行い、統合までハンズ・オンで推進。目標を数字で明確化し

現場のインセンティブにつなげる。 

 成長戦略の全体像を見据え、パズルのパーツを埋めるように複数案件を戦略的に実施

し、案件相互のシナジーも目指す。 

 海外 M&A 案件の企画段階から交渉、PMI の実行まで一人の担当役員が一貫して責

任をもって実施。また、現場の実行部隊には、買収の検討段階から「あなたたちの仕

事は統合が終わるまで終わりません」と明確に伝え、常に統合後の経営を見据えて取

り組むよう意識づけを徹底。 
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【Pre-M＆A】～【ディール実行】 

行動３：入念な準備に「時間をかける」 

 ディールに着手する前から、買収企業を「誰が」「どう」経営す

るか、統合後まで見据えた入念な準備はできているか。 

 平時から目的に合致する案件を能動的に探索し検討を行う。 

 統合後の経営まで、時間軸も含めた具体的なイメージを持っ

て、常に先手を打った周到な準備を行う。 

＜具体的なアクションと留意点＞ 
 海外Ｍ＆Ａという「有事」に対処するためには、「平時」から入念かつ周到な準備が必要。 
 その第一歩として、自社の「ストーリー」に合致する案件（複数）を、平時から日常的に能動的・

主体的に探索し、検討 (必要に応じ専門機関等も活用)。持ち込み案件に安易に飛びつかな
い。 

○ 自社の「ストーリー」に合致する候補を複数リストアップし、随時メンテナンス。
候補企業を継続的にウォッチし、買収の好機を窺う。 
→ 外部アドバイザー等の持ち込み案件は、自社のストーリーと合致するか、「案件

ありき」で目的・必要性が後付けになっていないかを慎重に検証。 
○ 統合後まで見据え、「実際に経営できるか」、「誰がどうやって経営していくのか」等、

具体的なイメージを持って時間軸も含めて精査。 

  

＜事例＞ 
 自社の戦略に合致した「買いたい企業」のショートリストを作成し、財務状況等を継

続的にモニタリングするとともに、定期的にアプローチし売却意思を確認。自社に買

われるメリットをアピールし、競合や入札を回避。 

 買収実施後、誰がどう経営するのか具体的に検討し、これをイメージできない場合に

は買収を実施しない。 

 非上場で公開情報が限られていた候補企業について、工場や販売店を訪問し現場の

状況等を直接確認。こうした情報を基に数字を作りこみ、現実味のある買収計画を

作成。 
 非英語圏の新興国の企業の買収検討に当たり、現地の事情に精通した専門の調査会

社を活用しバックグラウンドスクリーニングを実施。その過程でコンプライアンス

に関する情報が判明し、買収を断念。 
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【ディール実行】 

行動４:買収ありきでない成長のための判断軸 

 買収プロセスの重要ポイントやリスク、その対処方策について、

担当者やアドバイザー任せではなく、自ら掌握できているか。 

 所期の海外 M&A の目的を見失わず、撤退条件を明確化。 

 「スケジュールありき」や「ディール成立の自己目的化」を

回避する。 

＜留意点と具体的なアクション＞ 
 ディール局面をはじめ専門知識が必要となる場面も多いが「専門的・技術的なこと」

として実行部隊や外部専門家に任せきりにすると、買収自体が目的化しがち。 
○ プロセスの全容と、特に重要な局面（ターゲットの絞り込み、買収価格、契約等）

については経営トップ自身も十分なリテラシーを持ち、「この案件が自社の成長戦略
に資するか」、「ストーリーから逸脱していないか」といった観点から主体的に判断。 

○ 投資審査委員会等のガバナンスの仕組みも活用し、実質のある意思決定を担保。 
 「ディールを断念すること」は必ずしも「失敗」ではない。背水の陣で性急にディー

ルを行うのではなく、代替案を持ちつつ、余裕と柔軟性を持って取り組むことが重要。 
○ 「ストーリー」に照らし、撤退条件（ディールブレーカー等）を明確化する。 

○ リスクの検出で満足するのではなく、他方で、リスクがあること自体に過度に委縮
することもなく、その重要性の評価と対処方法・優先順位を冷静に検討し、当初の目
的を達成できないと判断される場合には撤退も決断。 

○ 発表日時や取締役会等の「スケジュールありき」の交渉では、交渉上不利な立場に。 

 ＜事例＞ 
 「割高なのであればすぐ買う必要はない」、「今買わないと後悔するというが、実際

に後悔することはない」という姿勢を徹底し、２年以上準備し、社運を賭けた案件

について一度は断念。３か月後に相手側から再アプローチがあり、自社の要求に沿

った条件で話がまとまった。 
 入札案件で、どうしても買収を実現したかったため、FA に促されるまま高値で入

札。これを正当化するために後付けで実体がはっきりしないシナジーを織り込んだ

ため、PMI 段階になって苦労することになった。 
 取締役会や発表日時が決まっており、交渉トップの日程に柔軟性がなかったことか

ら、ディールの最終段階で相手に足下を見られレバレッジを失ってしまった。 
 社外取締役に自社の戦略をよく理解し、M&A にも知見を有する者を任命し、取締

役会で活発に議論。 
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【ディール実行】～【PMI】 

行動５：統合に向け買収成立から直ちに行動に着手 

 「ディールの成立」を「M&A の成功」と混同していないか。 

 統合により双方の強みを生かす成長を実現して初めて成功。

経営トップの役割はむしろディール成立後に増大。 

 統合プロセスは初動が重要。契約署名で安堵せず、その後の

統合に向け、先手を打った行動に直ちに着手。 

（１） ディール成立で安堵することなく、経営トップ自らもリソースを投入しつつ

引き続きコミットし、PMI 局面への円滑な移行と一貫性を担保。 

＜留意点と具体的なアクション＞ 
 統合プロセスは、買収検討段階で描いていた「ストーリー」を実現していく中核

プロセスであるがディール成立までと統合プロセスの間に断絶が生じがち。 
○ ディール成立前から PMIを見据えた体制(例えばディール成立までの担当者を

PMIのコアに据える等)を整備。ディールから PMIへの一貫性を確保。 
 買収先の経営陣との対話・従業員との信頼関係構築等、トップ自らがプレーヤー

としてその時間と労力をかけて、前面に出なければならない局面が多い。 
 特に、買収先のトップを誰に委ねるのかは極めて重要。社内外のリソースの中

で、現地の経営を任せられる人材がいるかをよく見極めつつ、早い段階から経営
トップ自らも新経営陣の選定・見極めを行う。 

 

＜事例＞ 
 ディールの中心を担った 30 代のメンバー（複数）が引き続き PMI を担当。デ

ィールの経緯をもとに、PMI 段階から参加した上司・先輩にも臆せず意見し、

統合の基幹となる機能を果たしている。 
 クロージング 1 か月前から、買収後の経営を見据え、経営トップ自らが買収先

企業のマネジメントインタビューを実施。新会社の役員候補 50 名に対して 1
人ずつ時間をかけてじっくり面談し、速やかに統合後の人事を決定。 
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（２） PMI は最初が肝心。双方が抱く将来への不安を解消するために、経営トップ

自ら買収先と直接対話し、自社の哲学や成長に向けた「ストーリー」を共有。 

＜留意点と具体的なアクション＞ 
 買収直後は、買収・被買収双方に日常業務に加え、統合業務が発生し、大きな負

荷がかかる。買収・被買収双方に将来像について不安が渦巻く。双方の不安を早
期に解消し、一丸となるための対処を迅速に講じる必要がある。 
○ ディール成立後、ただちに経営トップ自らが現地に向かい、買収先のトップ

や従業員に対して「自らの言葉で」、自社の経営哲学やこの買収による成長
ストーリー等を語る。買収後の成長ストーリーをグループ全体で共有・浸透
させ、統合にともなう不安を解消。 

 

＜事例＞ 
 PMI のポイントは「対話」に尽きると認識し、月に 1 回程、現地の買収先

経営陣と直接会話する機会を設ける。特に、買収直後は、都合の悪いこと

や検討熟度の低い事項を隠したがる風潮があることに留意し、非公式の場

も含め打ち解けて話せるような信頼関係構築に腐心している。 
 買収直後、業務が多忙で、３か月後まで現地を訪問できなかった。その結

果、買収先の現状把握や現地経営陣との経営方針のすりあわせや現地従業

員からの信頼獲得が致命的に遅れ、その後の統合が円滑に進まなかった。 
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（３）買収後、直ちに買収先の状況を把握。統合に向けやるべきことや相手側への

要求事項を明確化。経営トップのリーダーシップの下早期に統合計画を策定。 

＜留意点と具体的なアクション＞ 
 ディール成立前の調査やデューデリジェンスには限界があり、相手企業の実態

のより詳細な把握に取り組む必要がある。なお、五月雨式に要求事項を増やす
と、相手方の不信感を招き、必要な協力も得られなくなる場合もあることに留
意。 

○ クロージング後、直ちに買収先企業の詳細の把握に動くとともに、今後統合
を行い、シナジーを発揮していく上で必要な情報等、要求事項を明確化し、
相手方に明示。 

○ 明らかになった事項を分析し、必要に応じ、当初描いた「ストーリー」の修
正し、統合計画を策定、実行していく。統合計画は、買収・被買収双方の不
安解消のためにもなるべく早期の策定を心掛ける。 

 

＜事例＞ 
 買収成立前の段階から買収後の経営について緻密に検討した青写真を作成

するとともに、買収先企業を管理する上で必要な情報をあらかじめ整理。

クロージング後、必要な情報を補いつつ、速やかに統合計画を具体化する

とともに、経営管理上必要な情報を買収先企業に明示。 
 ディール中は規制等への対応に忙殺され、買収後のガバナンス方針まで検

討できていなかった。クロージング後になって要求事項を提示したとこ

ろ、「自分たちに任されていると思っていたのに、なぜ今になって本社が干

渉するのか」と反論され、協力が得られなかった。 
 入札案件で十分な DD が実施できなかった場合、クロージング後の段階で

アクセス可能になった情報をもとにポストクロージング DD を実施し、統

合計画の精緻化に活用。 
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【PMI】 

行動６：買収先の「見える化」の徹底（「任せて任さず」） 

 買収先の経営実態や異変をしっかり把握できているか。 

 買収先の経営を放任しては、十分な統合効果を実現できず、

危機への対処も後手に回る。 

 買収先の経営の自主性を尊重しつつも、何が起きているのか

常にモニタリングし、フォローできる体制を確保。 

＜留意点と具体的なアクション＞ 
 制度・言語・文化が異なる海外企業の経営を全て日本からハンズ・オンで行うのは困

難。買収先の強みを生かすためにも現地に一定程度は任せる必要があるが、過度な放
任では十分な統合効果を実現できず、現地で問題が生じていても対応が後手に回る。 
○ 「任せて任さず」のスタンスの下、経営情報と意思決定の双方で買収先の徹底的

な「見える化」を行う。 
・ KPIの設定等による買収先の経営者のミッションの明確化 
・ KPI・重要な経営指標及び財務データの定期報告など、「見える化」のための
ルール整備 

・ 任せる範囲（責任権限規程）の明確化 
・ 重要ポジションへの要員の派遣 
・ 現地経営陣との緊密なコミュニケーション（現地訪問・頻繁な電話・メール） 
・ ITシステムの共通化によるコミュニケーションコストの削減 

 

  ＜事例＞ 

 責任者である副社長が要所で交渉に参画し、コミットメントを相手方に示すこ

とで、長期間にわたる信頼関係を構築。また、トップだけではなく買収先と日

本の事業責任者が週に１度電話でのコミュニケーションを継続的に実施。こう

した公式・非公式のチャネルを通じて現場のフラストレーションを吸い上げ。 
 買収先に電子意思決定システムを導入。買収先 CEO の専決案件であっても、本

社の上位者は意思決定過程での意見や、合意・承認に至る経過をガラス張りで

確認できるシステムとし、意思決定プロセスを「見える化」。 

 買収先に自社で海外駐在経験のある人材を派遣したが、本人のマンデートやレ

ポーティングラインが明確でなく、また、買収先にも溶け込めず、重要な意思

決定への参画や経営情報が把握できなかった。結果、現地のビジネス環境の悪

化を察知できず、必要な対処が遅れてしまった。 

「
見
え
る
化
」
取
り
組
み
例 
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【PMI】 

行動７：自社の強み・哲学を伝える努力 

 自社の強み・経営哲学は買収先に共有・浸透できているか。 

 言語・文化の異なる相手に伝わるように、シンプル・明快な

メッセージにまとめ、互いにリスペクトできる関係を構築。 

 「買う」「買われる」から同じ方向を向いた“We”へ「主語の

転換」を図り、双方の強みを生かした成長を実現。 

＜留意点と具体的なアクション＞ 
 買収先の強みを生かすとともに、自社の強みを買収先に提供することで初めてシナジー
が生まれる。自社がこれまで培ってきたノウハウ・経営哲学等を買収先に提供し、理解
してもらうことが、統合プロセス完遂の重要な要素。こうした強み・経営哲学を言語・
文化の違う海外企業に伝えるための工夫も必要。 
○ 自社の強みや企業の理念をシンプルかつ明確なメッセージとして伝えることや、実

際に現場でその強みを披露し、自社へのリスペクトや共通の価値観を醸成。対等な
関係で相手方の自発的な協力を引き出しスムーズな統合につなげる。 

○ 相手からリスペクトされるためにはトップ同士のコミュニケーションが重要。現場
任せにするのではなく、トップ自ら買収先から信頼される人間力やリーダーシップ
を発揮し、自社の強みを受け入れ、相手の強みを提供してもらえる関係を築く。 

 

＜事例＞ 

 買収先企業の技術力や顧客基盤の獲得を目的に買収を行った際、自社の強みであっ

た営業力、収益化する力、従業員のモチベーションアップにつながる報酬設計とい

った手法を買収先に積極的に導入することで、より互いの強みが生き、高成長が目

指すことができた。 
 安全、法令遵守、品質がコストに優先するという自社の基本的な理念を買収先にも

徹底するため、月次の報告書の様式から改革。自社のみならず協力会社も含めた安

全・品質重視の姿勢は買収先企業からも共感。また、現場で生じたコンプライアン

スや安全上の問題については、牽制効果を狙い、包み隠さず共有化。 
 自社の企業理念には強いこだわりを持ち、グローバルに共有。 



 

13     
 

【Post-PMI（過去の検証と次への準備）】 

行動８：海外 M&A による自己変革とグローバル経営力強化 

 自社の経営・システム・人材はグローバルに通用するか。 

 海外 M&A を契機に、グローバルに通用する経営に向け人材

育成・社内ルールの見直し等、自己変革に取り組む。 

 グローバルな視点から自社の強み・弱みを把握し、買収した

海外企業の優れたシステムや人材を積極的に取り入れる。 

＜留意点と具体的なアクション＞ 
 海外企業に暗黙の了解や阿吽の呼吸を求めても通用しない。海外企業にも通用するよう、
経営理念や社内規範等を洗練していくことが必要。 
○ 海外 M＆Aを契機に、社内規則（コンプライアンス規程等）・経営哲学・行動規範等

について、（単に既存の日本語のものを直訳するのではなく）いかに海外の企業に当
てはめていくかという観点からリファインし、グループ全体に共有・浸透させる 

 IT、会計、人事等のシステム統合やグローバルオペレーションの見直しは大きな労力を
要するため放置されがち。他方、これを放置していては、グループ間でのコミュニケー
ションや思決定の大きな障壁となるとともに、統合の成果も十分発揮できない。 
○ 買収先の海外企業の優れたシステムを取り込むとともに、海外Ｍ＆Ａを契機として

グローバルオペレーションや経営システムの刷新につなげる。 

 グローバル規模での成長を実現していくためには、優れた人材、特に将来的に海外子会
社の経営を任せられるような次世代のリーダーの育成も必須。 
○ 海外の優秀な人材を取り込みつつ、自社の人材を若い頃から積極的に海外に派遣し、

責任あるポジションを任せることで、国籍・言語・文化等の壁を越えたコミュニケ
ーション能力を有しリーダーシップを発揮する人材を育成するきっかけとする。 

 

＜事例＞ 
 人材貧者としての自社の状況を直視し、買収先の人材を本社の経営幹部も含めて積

極登用。そのために、グローバルな人事システムを整備。 

 すでに自社では海外ネットワークを有していたが、客観的に比較したところ、人材

面や販売力も買収先が優れていることが判明。現場からは強い不満もあったが、客

観的な事実に基づき、しがらみにとらわれず積極的に優れたものを採用し、その後

のグローバルな販売力の強化につながっている。 

  



 

14     
 

【Post-PMI（過去の検証と次への準備）】 

行動９：過去の経験の蓄積により「海外 M＆A 巧者」へ 

 過去の経験・苦労を次に生かす仕組みはできているか。 

 失敗も含め過去の経験・苦労は最良の教科書。組織として率

直に振り返り、教訓・ノウハウを経営トップ以下で共有する。 

 自社なりの「型」を確立し、平時からの備えを持って次なる

海外 M&A につなげていく。 

＜留意点と具体的なアクション＞ 
 今日、海外 M＆Aを有効活用していると言われる企業でも必ずしも最初から上手くいっ
たわけではない。過去に直面した苦労や課題、それを乗り越えた経験や反省を社内で形
式知化することが重要。 
○ 過去に取り組んだ M＆A の経験を振り返り、そこでの教訓や買収した海外子会社が

持っているノウハウ・経験をきちんと共有し、組織として血肉として自社としての
定型を確立。日常のサイクルの中で、平時から十分な準備を行い次の案件に取り組
む。 

 海外 M＆Aにおいては、幅広い分野での専門的知識や経験が求められる。 
○ 経営企画などの M＆A 専門部署のみならず、事業部や法務・財務・税務等コーポレ

ート部門の各分野において、M＆A リテラシーを持つ人材を、社内外から計画的に
獲得・育成していく。 

 

＜事例＞ 

 コーポレート部門のＭ＆Ａ推進組織が主導して過去の案件担当者からヒアリングを

行い、反省点も含むチェックポイントを買収目的別・ステージ別の過去事例資料と

してとりまとめ、各事業部門の企画担当に共有。案件を後から振返り「ここはしっ

かりチェックしておくべきだった」と気づく点も多いため、その経験を形式知化

し、「気づき」を後続案件に生かしている。 

 人事異動において、各事業部門の実情を理解している者のコーポレートのＭ＆Ａ部

門への登用や、コーポレートでＭ＆Ａを経験した者を各事業部に送り、事業部門の

Ｍ＆Ａ能力の向上を図る取組を計画的に実施。法務や財務の部門では、単なるネガ

チェックにとどまらず、積極的なサポートが提供できるような姿勢を慫慂。 

  

本文で取り上げた各事例は、編集の都合上一部修正を加えています。 
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「海外 M&Aを経営に活用する９つの行動」及び「我が国企業による海外 M＆A研究会」 
お問い合わせ先 
経済産業省貿易経済協力局投資促進課  
TEL:03-3501-1662 E-mail:ma-jimukyoku@meti.go.jp 


